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報道関係各位 

北海道の木造住宅耐震改修技術マニュアル 

「 耐 震 改 修 を 進 め る た め の 3 8 の ポ イ ン ト 」  

の公開について 

◆ 概 要 

◆ マニュアルの公開先 

◆ お問い合わせ先 

◆ その他 

公開先：北海道立総合研究機構 建築研究本部ホームページ 

U R L：http://www.hro.or.jp/list/building/index.html 

トップページの【耐震改修技術マニュアル】バナーをクリック 

公開日時：令和 4 年 5 月１０日 9：00～ 

プレスリリース  

Press Release 

 

■マニュアルについて 

北海道立総合研究機構 建築研究本部 建築性能試験センター 

担 当：森松 

T E L： 011-204-5362 / FAX：011-232-6944 

 ■その他お問い合わせ 

北海道立総合研究機構建築研究本部 企画調整部（担当：馬場、堤） 

旭川市緑が丘東1条3丁目1-20 

T E L：0166-66-4218 / FAX：0166-66-4215 

E-mail：nrb@hro.or.jp 

地方独立行政法人 
北海道立総合研究機構 

 

・道庁道政記者クラブ及び上川総合振興局記者会に同時配付 

令和 4年 5月９日 

 平成30年に発生した北海道胆振東部地震では，住家全壊469棟，同半壊1,660

棟に及ぶ甚大な被害が発生しました。北海道では、大地震がいつどこで発生しても

おかしくない状況にあり，住宅の耐震性を向上させることは喫緊の課題となってい

ます。北海道立総合研究機構では、これまで耐震改修工事をあまり行ったことがな

い設計事務所や工務店の建築技術者の方に，耐震改修工事に積極的に参加していた

だけるよう，耐震診断・耐震改修の必要性と耐震改修工法について平易に解説した

マニュアルを作成し，ホームページにて公開することとしました。 



  

 

北海道の木造住宅 

耐震改修技術マニュアル 
 

「耐震改修に大切な 38 のポイント」 
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本マニュアルの目的及び構成 
 

１．目的 

平成 30（2018）年 9 月 6 日 3 時 7 分，北海道胆振地方中東部を震央とした地震が発生

し，震度 7 の地震が北海道で初めて観測されました。地震による住家被害は，全壊が 469

棟，半壊が 1,660 棟，43 人の尊い命が犠牲になりました（道 平成 30 年災害年報）。この

地震により倒壊した住宅や大規模半壊によって居住不能となった住宅が多数あったほか，

住宅設備の不具合等により，およそ 1 万 2 千人が避難所での不便な生活を余儀なくされま

した。 

 平成 7 年に発生した阪神・淡路大震災を踏まえ，耐震改修促進法が制定され，道・市町

村では耐震改修促進計画を策定し，住宅の耐震化に取り組んでおりますが，近年，北海道

胆振東部地震のほか各地で大地震が頻発しており，今後も高い確率で発生が指摘されてい

る日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震など，大地震はいつどこで発生してもおかしくない

状況にあり，住宅の耐震性を向上させることは喫緊の課題となっています。本マニュアル

は，これまで耐震改修工事をあまり行ったことがない設計事務所や工務店の建築技術者の

方に，耐震改修工事に積極的に参加していただけるよう，耐震診断・耐震改修の必要性と

耐震改修工法について平易に解説しております。 

昨今の新型コロナウイルス感染症が広がる中，地震発生後に避難所へ避難することなく

自宅で生活し続けられるよう，住宅の耐震改修が進むことを願っています。 

末筆になりますが，胆振東部地震で亡くなられた方々に深く哀悼の意を表するとともに，

被災された方々にお見舞いを申し上げます。 

 
２．構成 

本マニュアルは，これまであまり耐震改修工事を行っていない建築技術者の方々にわか

りやすいように，耐震診断や耐震改修を実施する際等に大切となる要点を 38 のポイントと

して各解説の冒頭に記載し，図や写真を用いて解説しております。建築技術者の方が住民

の方々へ，住宅の耐震診断・耐震改修工事の必要性を説明する際に活用できる資料をはじ

めに紹介しています。次に，耐震診断から耐震改修までの流れや耐震改修コストについて，

より安価で簡易に実施可能な耐震改修工法を紹介しています。リフォームと併せた耐震改

修や住宅の耐震改修以外の減災対策についても記載しています。 
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